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 23 発　行
２０２１年１１月１８日

　　　　　　　              　　　西口　加史仁（原告訴訟代理人弁護士）　　

第１　はじめに

　　2021 年７月１４（ 水） １４ ： ００から、 本件の第４回口頭弁論期日および

仮処分審尋期日が開かれました。 期日では、 被告側証人尋問および原告

本人尋問が行われ、 今後の予定が定められました。 以下、 期日の内容につ

いて報告します。

控訴審第4回口頭弁論期日の報告

期日後、オンラインで開催された支援者集会でアピールする原告
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第２　証人尋問・原告本人尋問

１　被告会社取締役の証人尋問

（ １） 証人の略歴

　　同証人は、 被告会社の取締役であり、 会社内部に設置されている

「 リスクコンプライアンス委員会」 の副委員長も兼任する地位にあるも

のです。 また、同人は在日韓国人３世であり、原告と同じく韓国にルー

ツを持ちます。

（ ２） 主尋問

　　主尋問は、 被告会長代理人弁護士が行いました。 同主尋問では、

被告会社では「 差別はなかった」 と抽象的に述べることに終始しまし

た。

（ ３） 反対尋問

　　反対尋問は南部秀一郎弁護士が担当しました。 同反対尋問は、「 同

取締役が会社内で広範囲の権限を持ち、 本来社内のハラスメント対

策を行う立場なのに、 何ら対処することが期待できないことを明らか

にする」 ことを獲得目標において行われました。

　　そして、 同尋問で、「 地裁で文書配布行為の違法性が認められた

にもかかわらず、 リスクコンプライアンス委員会および取締役会など

で、 議題に挙げられることすらなく、 結局何の対策もおこなっていない

こと」 など重要な事実が明らかになりました。

２　被告会社従業員の証人尋問

（ １） 証人の略歴

　　同証人は被告会社に勤める社員で、 現場主任の立場にあるもので
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す。 また、 同人も在日韓国人３世であり、 原告と同じく韓国にルーツ

を持つものです。

（ ２） 主尋問

　　主尋問は、 被告会長代理人弁護士が行いました。 同尋問も上記

取締役と同様に、抽象的に「 差別はなかった」と述べるに終始しました。

（ ３） 反対尋問

　　反対尋問は、 引き続き南部秀一郎弁護士が担当しました。 同反対

尋問は「 同従業員の偏った見解（ 日本は自虐史観だとか、 会長に

卑屈さを感じるくらい感謝していることなど） を明らかにして、 それが

被告会社の社員共有の空気となり社員ぐるみの原告攻撃につながっ

ていることを明らかにする」 ことを獲得目標において、 尋問が行われ

ました。

　　そして、 同尋問で、「 被告における経営理念感想文の中で、 同従

業員が『 まだフジ住宅で働くのでしょうか？』 などと原告に向けて書

いていること」 など重要な事実が明らかになりました。

第３　原告本人尋問

（ １） 主尋問

　　主尋問は、 金星姫弁護士が担当しました。 なお、 金弁護士は、 ホッ

トラインで、 原告からはじめに相談を受けた弁護士です。 このホットラ

インでの相談が本件裁判を提訴するきっかけとなりました。

　　同尋問では、「 被告会社における自身の現状がどれだけ大変なも

のとなっているか」 について、 原告自身の言葉でありのままに語られ

ました。
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（ ２） 反対尋問

　　反対尋問は、 被告会長 ・被告会社それぞれの代理人から行われま

した。

　　同尋問では、「 原告側が『 ヘイトハラスメント裁判』 などと名付け

たから、被告が社会から「 ヘイト企業」と揶揄されているのではないか」

との尋問まで行われました。

第４　差止めの仮処分に関する審尋期日

　　加えて、 原告側は、 被告会社職場内における文書配布行為を仮に

差し止めることを内容とする仮処分を申立てました。 同仮処分の審尋

期日が、 本案の口頭弁論期日に引き続いて開かれました。 なお、 同

仮処分についても、同一の裁判体に係属し、同じ裁判体が判断します。

　　そして、原告側の仮処分申立てに対して、令和３年８月２０日までに、

被告らから反論がなされることになりました。 それを受けて、 原告側

に再反論があれば主張し、 その後裁判所からの判断が出されること

になります。 決定が出る日時について、 裁判長は「 具体的には決め

ていない」 と明言することを避けています。 もっとも、 弁護団では、 本

案判決と同時に決定が出る可能性があると考えています。

第５　まとめ

　　今回の原告本人尋問は、 過去のしんどかった状況をわざわざ思い

出し、 二度と見たくもない文章を再度見返すことになり、 負担がとて

も大きかったと思います。 原告自身、 報告集会において、 その辛さを

「 裁判に殺されるのではないかと思った。」 とまで表現されていました。

しかしながら、 当事者の言葉には力があります。 しんどさを耐え抜き、

今回の尋問を経たことで、 原告の今の状況がどれだけ大変なものと

なっているのか、 裁判官にもよく伝わったはずです。 また、 原告はと
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ても落ち着いて証言し、 勝負強さが全面に出た口頭弁論手続きとなり

ました。

　　このように、 今回の尋問では、 被告会社が、 裁判所で違法性を指

摘されてもなお、 何も対策をとらず、 むしろ原告の被害が加速してい

る現状などが浮き彫りになりました。 次回は控訴審の判決期日です。

原告が安心して働ける職場にするため、 これからも原告 ・ 弁護団 ・

支える会が一丸となってこの裁判に取り組んでいきます。 引き続き、

温かいご支援のほどよろしくお願い申し上げます。

第６　以降の予定

控訴審判決　　2021 年１１月１８日（ 木） １４ ： ００～

仮処分決定　　未定（ ただし、 上記控訴審判決と同時に出される可能

性がある）

以上　
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ヘイトハラスメント裁判弁護団は、国際人権諸条約により日本の裁判所が要請されている人権基準を満たした
司法判断をうながす意見書を、青山学院大学法学部教授の申惠丰先生に依頼し、提出しました。以下、申先生
の許可を得て転載します。ぜひご一読ください。
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文
ムン

　公
ゴンフィ

輝（ヘイトハラスメント裁判を支える会事務局）

はじめに

　いよいよ、控訴審判決が言い渡されます。提訴から 6年と 2

か月あまり、支える会が概ね 1か月に一度開催している事務局

会議は先日 56回目を数えました。実に長い時間、多くの人間が

裁判に勝訴しようと汗をかき続けてきました。それは、ひとえに、

ひとりフジ住宅に在籍しながら裁判を闘う原告を支えようとする

思いが強いからに他なりません。それに加えて、この裁判が何と

しても負けることができない、社会的意義、公益性を有するもの

だからです。とりわけ、一審判決で認められなかった、韓国・朝

鮮という国、韓国・朝鮮人一般に対する人種差別的誹謗中傷によっ

て、原告個人が受けた差別による精神的被害を裁判所によって認

定していただくことは、全ての外国ルーツの労働者としての権利

に大きな影響を及ぼします。

レイシャルハラスメントはエスカレートする

　日本で暮らしている外国人住民、外国ルーツの住民は、国籍や

ルーツをもつ国で起こった出来事について、その国の代表者で

あるかのように意見を求められる経験を、日常的に重ねていま

す。このような、悪意のないステレオタイプに基づく人種差別言

動（レイシャルハラスメント）は、それ自体、反復継続すること

で被害が累積、深刻化していくものです。そして、しばしば、よ

り攻撃的な人種差別的誹謗中傷、脅迫にエスカレートします。す

なわち、同じ国籍を持つ他人が起こした犯罪行為等について責め

1審判決を補充する高裁判決を
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られる、ルーツをもつ国と日本との外交関係悪化をきっかけとし

に誹謗中傷、脅迫的言動、いじめのターゲットになるなどの人種

差別被害を受けることがあるのです。

原告個人が人種差別被害を受けている

　フジ住宅で原告が受けてきたのは、被告・今井会長が主導した

会社ぐるみの文書配布行為による、「国籍や民族的出自を有する

者にとっては著しい侮辱と感じ、その名誉感情を害する」（一審

判決）、国籍を有する韓国という国、韓国人一般に対する誹謗中傷、

脅迫的言動による被害でした。

　前記した通り、「代表者扱い」されるタイプの人種差別被害を

日常的に受けているからこそ、その逆である、国籍やルーツをも

つ国や国民一般に対する誹謗中傷、脅迫的言動が人種差別的言動

として効果を持ち、原告個人に対して差別被害を与えるのです。

　このことは、昨年 10月に大企業を対象に先行施行された「パ

ワハラ防止法」に関して厚生労働省が出した通達のなかの「一見、

特定の相手に対する言動ではないように見えても、実際には特定

の相手に対して行われていると客観的に認められる言動について

は、これに含まれる」との一文とも関わっています。

　この一文は、通達では性的指向・性自認という属性によるパ

ワーハラスメント該当性を判断する際の考慮用件として説明され

ているものですが、同じ通達において、属性によるパワーハラス

メントの例として「外国人である」ことが例示されていることか

ら、レイシャルハラスメントの判断要件として適用することが可

能なものであると考えられます。

　つまり、フジ住宅で行われた「国籍や民族的出自を有する者に

とっては著しい侮辱と感じ、その名誉感情を害する」ような内容

を含む文書配布行為は、外形的には原告個人を名指して行われた
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言動ではありません。しかし、在日コリアンの従業員が少数で、

とくに韓国名／本名で働く従業員が原告以外には存在しないと思

われる（原告が働いている部署では原告以外には存在しない）状

況を考慮すれば、実際には原告に対して行われていると客観的に

認められる言動であると判断されなければならないのです。また、

原告は 2015 年 1月、弁護士を通じて会社側に、精神的苦痛を

受けているので文書配布行為をやめるように改善を要請していま

す。被告・フジ住宅並びに今井会長は、それ以降に行われた文書

配布行為によって、原告個人が人種差別による精神的被害を与え

ていることをことを認識していた筈なのです。

一審判決の不十分点

　しかし一審判決では原告個人が人種差別言動によって被った精

神的損害を認定せず、会社ぐるみの人種差別的言動によって、原

告が労働法が禁止する国籍による差別取扱いを受ける恐れを抱い

たことが、人格権侵害に該当するとの判断に留まりました。前記

したパワーハラスメント防止法は、ヘイトハラスメント裁判提訴

後に施行されており、一審判決で直接引用されるものではありま

せんが、そのような法施行に至った社会情勢の変化は考慮されて

も良かったのではないかと思われます。また、近年日本の裁判所

で積み重ねられてきた、人種差別言動による人格権侵害による被

害をヘイトスピーチ解消法等を援用することで損害賠償金額を加

重して認定してきた司法判断、日本が加入・批准している国際人

権諸条約が裁判所に要請している内容（※本誌掲載の申惠丰先生の意見

書で詳しく解説）に照らせば、一審判決はやはり不十分なものであ

るといわざるを得ません。

　控訴審判決は、かねてよりヘイトハラスメント裁判を支える会、

そして弁護団が主張してきた、この一審判決の不十分点を補充す
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るものでなければならないのです。さらには、一審判決後、むし

ろエスカレートしていった原告個人に対する脅迫的言動、誹謗中

傷（それらのなかには人種差別的言動が多く含まれる）による精

神的被害を認定すること、そして、業務とは関係の無い文書配布

行為を禁止する差し止めも認められなければなりません。

日本の職場に反人種差別規範を

　なかでも、「一見、特定の相手に対する言動ではないように見

えても、実際には特定の相手に対して行われていると客観的に認

められる」人種差別的言動による、原告個人の精神的被害を認定

することは、ひとり原告のみならず、外国にルーツをもつ全ての

労働者の権利の拡充にもつながります。とりわけ、日本と外交上

の軋轢が生じることで差別被害を受けやすい立場にある、韓国、

朝鮮、中国等の東アジアの国ぐににルーツをもつ労働者にとって

は、職場で国籍やルーツをもつ国や国民一般に対する差別的言動

が違法行為であると認定されることは、安心して働き続ける職場

環境に直結する、切実なものがあるのではないかと推察されます。

　9月、モルガン・スタンレー・グループ株式会社に勤務してい

た韓国人男性 Aさんから、多民族共生人権教育センターに、職

場で受け続けたレイシャルハラスメントに対する損害賠償、その

被害申請をおこなったことを契機とした解雇無効を求める民事訴

訟の支援を要請する連絡が入り、11月 11 日におこなわれた第

4回期日より、支援を開始しています。フジ住宅事件、モルガ

ン・スタンレー事件は、正に今の日本の職場で外国、とりわけ東

アジアにルーツをもつ従業員のレイシャルハラスメント事件の氷

山の一角です。だからこそ、一つひとつの訴訟にしっかり勝利し

て、日本の職場における反人種差別規範を確かなものにしていき

ましょう！　


